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３．事業の実施状況 

平成29年度石川県計画に規定した事業について、平成30年度終了時における事業の実施状況を

記載。 

 

事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 

 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

高度急性期機能強化・機能分化推進事業 

【総事業費（H30）】 

56,367 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 石川県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高度急性期及び急性期機能を担う医療機関の医療機能及び救急搬送体制

を強化し、高度急性期治療が必要な患者を県内の基幹病院に集約させるこ

とにより、地域の医療機関の病床の急性期から回復期への転換を推進して

いく必要がある。 

アウトカム指標：H29 年度基金を活用して整備を行う不足している機能の

病床数 回復期：156 床 

事業の内容（当初計画） 高度急性期機能を担う医療機関における医療機能及び救急搬送体制の強

化に向けた施設・設備整備。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

急性期から回復期への転換の対象となる医療機関数 １４施設 

アウトプット指標（達成値） 急性期から回復期への転換の対象となる医療機関数 １４施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：H29 年度基金を活用して整備を行

う不足している機能の病床数 回復期：157 床 

（１）事業の有効性 

 本事業により、高度急性期及び急性期機能を担う医療機関の医療機能及

び救急搬送体制を強化した結果、地域の医療機関による急性期病床から回

復期病床への転換が進んだ。 

（２）事業の効率性 

 一般競争入札等、適正な入札行為によって、工事業者の選定を行い、事

業の効率性を確保した。 

その他  
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】 

看護師等養成所運営費 

【総事業費（H30）】 

72,782 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の看護職員数については、平成 28 年は 17,422 人であり、人口 10 万

人あたりでは 1,514 人と全国平均の 1,160 人を上回っているが、能登北部

では人口 10 万人あたりの看護職員数が他の３つの区域に比べて低い水準

にとどまっており、地域偏在がみられる。高齢化の進展により医療ニーズ

が高まっていく中で、看護職員の確保・定着を図るためには、県内で就業

する看護師を養成していく必要がある。 

アウトカム指標： 

当該事業を実施する看護師等養成所における看護師等の県内就業率 

82.6%（H29）→89.0%（H31） 

 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の運営費を支援することにより、教育内容を向上し、看

護職員の確保及び資質の向上を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

支援した養成所数 ５カ所 

アウトプット指標（達成値） 支援した養成所数 ５カ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：当該事業を実施する看護師等養成

所における看護師等の県内就業率 87.5％（H31） 

※目標は下回っているが、H29 の実績より増加しており、一定の効果はあ

ると考えられる。 

（１）事業の有効性 

看護師等養成施設の運営費を助成することにより、教育内容を向上し、

看護職員の確保及び資質の向上を図ることができたと考える。 

（２）事業の効率性 

全ての対象の看護師等養成所に対して支援することができた。 

その他 ※平成 30年度基金とあわせて事業を実施 

※平成 30、31 年度基金を活用し、事業を継続 

 

  


